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別記様式第 1号 別添 

浜の活力再生プラン 

令和３～７年度 

第１期 
１ 地域水産業再生委員会 

組織名 新地町釣師地区地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 小野重美 （相馬双葉漁業協同組合新地地区代表） 

再生委員会の構成員 新地町、相馬双葉漁業協同組合（新地地区） 

オブザーバー 福島県（水産課、水産事務所、水産資源研究所） 

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類 

福島県新地町釣師地区 

・相馬双葉漁業協同組合（新地地区）

所属漁業者数：５４名 

小型機船底びき網(15)、機船船びき網(85)、さ

し網(28)、かご(58)、固定式さし網(24)、潜水

器(9) 

※ かっこ内の数字は、漁業許可数。

・地区の名称について

  釣師地区：新地町において、釣師浜漁港(相馬双葉漁業協同組合 新地地区の拠点)が

存在する地域の呼称。再生委員会組織名と対象地域の名称はこちらを採用。 

新地地区：漁協の地域区分による呼称。相馬双葉漁業協同組合において、釣師浜漁港

を拠点とする漁業者及び当該漁協職員や当該漁協関係施設を指す。浜プラン

における漁業者及び漁協の呼称に使用する。 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

 相馬双葉漁業協同組合新地地区（以下、新地地区）は福島県沿岸部の最北に

位置する新地町にある。新地町は、町の魚として「カレイ」を制定するなど漁

業が盛んな町であったが、平成 23年 3月の東日本大震災（以下、震災）の津

波により甚大な被害を受けた。福島第一原発事故（以下、原発事故）による避

難指示区域にこそ指定されなかったものの、新地地区漁業者の多くが住居や

漁船、漁具を失ったうえ、原発事故の影響による出荷制限指示もあり漁業復興

の歩みは遅いものであった。また、震災前に実施されていた宮城県漁業者との

入会は、震災後の放射能の影響により停止され、現在まで再開されていない。 
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震災以前の新地地区では、宮城県漁業者との入会区域を含めた仙台湾南部

の豊かな漁場を活かして、ヒラメ、カレイ類を対象とした固定式さし網やコウ

ナゴ、シラス等を対象とした機船船びき網を中心に、流し網、タコカゴ、ホッ

キ貝桁網など様々な漁法が営まれていた。震災前の平成 22 年時点では、水揚

量 1,574 トン、水揚金額 4 億 3,800 万円であった。 

福島県の沿岸漁業（沖合底びき網漁業含む）は、震災後に操業を自粛し、平

成 24 年から試験操業が開始された。新地地区は、隣接する流通拠点漁港の松

川浦漁港の復旧が優先されたことから、漁業関係施設の復旧は平成 30 年 3 月

に、水揚げの拠点である新地魚市場の再開は令和 2 年 12 月であった。現在の

新地地区は、正組合員数 52 名、准組合員 2 名、漁船隻数 29 隻となっている。 

再開された魚市場では、福島県の買受業者のほか、宮城県の買受業者が入札

に参加し、ヒラメ・カレイ類等の流通・販路拡大に取組んできた。しかし、令

和 3 年 2 月及び令和 4 年 3 月の福島沖地震により荷さばき施設等に大きな被

害が生じた。試験操業が令和 3 年 3 月末に終了し、本格的な操業へ移行する段

階へ進んだ現在、今後の漁獲量増加に対応するために施設の修繕のほか、生産

から流通、消費に至る総合的な取組が必要となっている。 

（２）その他の関連する現状等

〇風評払拭の取組 

 新地地区の青壮年部は、震災後から新地町の祭りである「遊海しんち」等に

出展し、魚のおいしさを伝えてきたほか、地元小学生を対象とした漁業体験学

習で実際に漁の様子を船の上から見学してもらうなど、漁業の実態について

理解を深める機会を設けている。また、女性部が地元小学生を対象とした料理

教室の講師となり、新地地区で水揚げされた水産物を実際に食べてもらう食

育活動も行ってきた。 

 こうした取組が一助となり、新地町では給食に福島県産水産物が多く使用

されている。 

〇コウナゴの不漁 

 新地地区を含む相馬双葉漁業協同組合（以下、相双漁協）では、イカナゴの

稚魚を「コウナゴ」と呼称し、主に 3～5月に船びき網漁業により漁獲してい

た。平成 30年には福島県全体で 1,076トンのコウナゴが水揚げ（試験操業全

体の 26.8％）され、全国的な不漁もあり高単価で取引されたことから、試験

操業における重要魚種となっていた。しかし、翌年の平成 31年にはコウナゴ

がまったく水揚げされなくなり、現在まで不漁が続いていることから、代替と

なる魚種の探索が重要となっている。 
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３ 活性化の取組方針 

（１）基本方針

【漁業収入向上のための取組】 

①漁獲量拡大による収入向上〈漁獲量向上〉

○ 平成 23年 3月の原子力発電所事故の影響により、福島県の沿岸漁業は

操業自粛を余儀なくされた。そのなかで、漁業再開に向けた基礎情報を得

るために、小規模な操業と販売により出荷先での評価を調査する「試験操

業」を行ってきた。試験操業は、平成 24 年より開始され、徐々に対象魚

種や漁獲量を増やしてきたが、令和 2年度末時点でも、県全体の漁獲量は

震災前の 17％程度にとどまっている。新地地区は、水揚げの拠点である

新地魚市場の再開が令和 2 年 12 月であり、県内でも特に復興の歩みが遅

い。 

令和 3 年 3 月に開催された県下漁業協同組合長会議において、当県漁

業者が、試験操業を終了し本格操業に向け操業拡大に取り組む決定をした

ことで、新地地区でも、同様の取組を行うこととなった。 

○ 新地地区の漁業者は、この取組により漁獲量向上による収入向上を図

る。 

○ 新地地区の漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市況情報の聞き

取りを行い、漁業者へ周知することで、需要に見合った水揚げ及び流通の

促進を図り、試験操業において得られた県産水産物への評価を損なわずに

段階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。 

◎入会に向けた宮城県漁業者との協議

・ 新地地区は県境に位置し、震災前は宮城入会を含めた地先の区域で操業

を行っていた。しかし震災後、入会が停止されたため、新地地区の漁場は

非常に狭くなり、漁業者は満足に漁獲を実施できなくなっている。また、

南の漁場へ行く場合、他地区漁業者との兼ね合いで操業が制限されるほ

か、新地地区から大きく離れる必要があり、燃油代等コストの増大も発生

する。このことから、宮城県漁業者と協議し、入会を新たに設定すること

で、震災前同様に新地地区周辺で効率的な操業を再開する。

②鮮度保持機器導入等による高品質化〈単価向上〉

・ 新地地区漁業者が水揚げを行う新地地方卸売市場（以下、新地魚市場）

は、仲買業者との兼ね合いにより、入札が午後 1時からと他の市場より遅

い（他市場は午前 8時頃入札)。そのため、漁獲した活魚は入札まで 5～6
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時間以上、活魚槽で活かしておく必要がある。しかし、従来の設備では、

夏場の高水温に活魚が耐えられず、弱る又は死んでしまい、値段がつかな

いことが多々起きていた。 

そこで相双漁協は、新地魚市場に令和 3 年 6 月から冷海水設備を導入

した。水温を 15 度に下げた水槽に活魚を入れたところ、入札まで問題な

く生存することが確認できたことから、今後、新地地区漁業者は、当該装

置を活用して活魚の単価向上を図る取組を行う。 

・ 相双漁協の他地区において、船上に搭載する酸素発生装置を活用するこ

とで漁獲物の鮮度保持が可能であると示されたことから、新地地区の漁協

職員は、Ｒ5年度を目途に福島県産水産物競争力強化支援事業（ブランド

強化機器等整備支援事業）により、鮮度保持機器（酸素濃縮装置）を当該

地区の漁船に導入し、漁獲物の高品質化を図る。

・ 新地地区漁業者は、新地魚市場の冷海水設備及び導入した酸素発生装置

を活用し、対象魚種を活魚として水揚げすることで、単価の向上を図る。 

・ 対象魚種は、新地地区で活魚としての取引実績がある漁獲物のうち７魚

種（ヒラメ、ホシガレイ、イシガレイ、マコガレイ、マダイ、スズキ、マダコ）と

する。 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほか）

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である新地地区の漁協は、荷さば

き施設、製氷施設等について適切な維持管理を行い、当該施設を活用した

漁業収入向上のための取組が円滑に実施できるようにする。 

・ 漁業者は、荷さばき施設、製氷施設等を活用して漁獲量の増加による収

入向上の取組を行う。 

【コスト削減のための取組】 

➊省エネ機器等導入

・ 漁業者は、エンジン等の整備や省エネ機器の導入などにより、燃油使用

量の低減を図る。 

➋減速航行

・ 漁業者は、必要以上の航行速度を出さないよう努め、燃油使用量を削減

する。 

❸船底清掃

・ 漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着物による燃費低下を防ぎ、燃
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油使用量を削減する。 

（２）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

〇福島県漁業調整規則 

・第 21条：資源管理の状況等の報告（漁獲量、操業日数、操業区域などを

県へ報告） 

・第 38条：漁具の規制（自家用釣料板びき網及びほっき桁網のふくろ網の

目合制限） 

・第 40条：採捕サイズ及び採捕期間の規制（ほっきがい）

【ヒラメ資源の管理】 

○福島海区漁業調整委員会指示第四号

・ 福島県海面において、全長 30センチメートル未満のヒラメは採捕して

はならない。ただし試験研究機関等が試験研究のために採捕する場合は、

この限りではない。 

・ 平成 5 年から、県内漁業者による取り決めで全長 30cm 未満の水揚げ、

販売の禁止を実施していた。 

・ 震災後は、全長 50㎝未満のヒラメを水揚げしないこととし、実施して

いる。 

（３）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和３年度） 所得向上率（基準年比）０．５％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上

・ 新地地区漁業者は、操業日数の段階的な拡大を検討

し、漁獲量の増加による収入向上へ向けた準備を行う。 

・ 新地地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市

況情報の聞き取りを行い、漁業者へ周知することで、需

要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業

において得られた県産水産物への評価を損なわずに段

階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。

②鮮度保持機器導入等による高品質化

・ 新地地区漁業者は、新地魚市場の冷海水設備を活用し

て活魚を水揚げし単価の向上を図る取組のため、設備

の使用方法の検討、習熟を行う。

・ 新地地区漁協職員は、漁獲物の高品質化のための導入
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する鮮度保持機器（酸素濃縮装置）を導入するため、Ｒ

5年度福島県産水産物競争力強化支援事業（ブランド強

化機器等整備支援事業）へ向け、地区内漁業者の要望聞

き取りを行い、新地地区の意見を取りまとめる。 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設）

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である新地地

区の漁協は、荷さばき施設について適切な維持管理を

行い、当該施設を活用した漁業収入向上のための取組

が円滑に実施できるようにする。 

● 新地地区漁業者は、荷さばき施設を活用して漁獲量

の増加による収入向上の取組を行う。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊省エネ機器等導入

・ 新地地区漁業者は、エンジン等の整備や省エネ機器

の導入などにより、燃油使用量の低減を図る。 

➋減速航行

・ 新地地区漁業者は、必要以上の航行速度を出さない

よう努め、燃油使用量を削減する。 

❸船底清掃

・ 新地地区漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着

物による燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

２年目（令和４年度） 所得向上率（基準年比）３．６％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上

・ 新地地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、

漁獲量を基準年+1.25％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 新地地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市

況情報の聞き取りを行い、漁業者へ周知することで、需

要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業

において得られた県産水産物への評価を損なわずに段

階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。



7 

◎入会設定に向けた宮城県漁業者との協議

・ 新地地区漁業者及び漁協職員は、入会再開に向けた

協議を開始し、問題点の整理を行う。 

②鮮度保持機器導入等による高品質化

・ 新地地区漁業者は、新地魚市場に設置されている活魚

水槽の冷海水設備を活用し、高級魚種を活魚として

水揚げすることで、単価の向上を図る。

・ 新地地区漁協職員は、Ｒ5 年度福島県産水産物競争力

強化支援事業（ブランド強化機器等整備支援事業）を活

用し高品質な魚を水揚げするため、地区内漁業者の

要望を取りまとめて水揚げ物の高品質化のための鮮

度保持機器（酸素濃縮装置）の導入台数やメーカー等

を選定し、県への事業計画書等提出の準備を行う。

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である新地地

区の漁協は、荷さばき施設、製氷施設等について適切な

維持管理を行い、当該施設を活用した漁業収入向上の

ための取組が円滑に実施できるようにする。 

● 新地地区漁業者は、荷さばき施設、製氷施設等を活

用して漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊省エネ機器等導入

・ 新地地区漁業者は、エンジン等の整備や省エネ機器

の導入などにより、燃油使用量の低減を図る。 

➋減速航行

・ 新地地区漁業者は、必要以上の航行速度を出さない

よう努め、燃油使用量を削減する。 

❸船底清掃

・ 新地地区漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着

物による燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

省エネ機器等導入推進事業 
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漁船省エネ対策支援事業 

３年目（令和５年度） 所得向上率（基準年比）６．７％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上

・ 新地地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、

漁獲量を基準年+2.5％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 新地地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市

況情報の聞き取りを行い、漁業者へ周知することで、需

要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業

において得られた県産水産物への評価を損なわずに段

階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。

◎入会設定に向けた宮城県漁業者との協議

・昨年度に整理した問題点に対し、協議を進める。

②鮮度保持機器導入等による高品質化

・ 漁業者は、Ｒ5年度福島県産水産物競争力強化支援事

業（ブランド強化機器等整備支援事業）により導入した

酸素発生装置及び新地魚市場の冷海水設備を活用し、

高級魚種を活魚として水揚げすることで、単価の向上

を図る。 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である新地地

区の漁協は、荷さばき施設、製氷施設等について適切な

維持管理を行い、当該施設を活用した漁業収入向上の

ための取組が円滑に実施できるようにする。 

● 新地地区漁業者は、荷さばき施設、製氷施設等を活

用して漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊省エネ機器等導入

・ 新地地区漁業者は、エンジン等の整備や省エネ機器

の導入などにより、燃油使用量の低減を図る。 

➋減速航行

・ 新地地区漁業者は、必要以上の航行速度を出さない
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よう努め、燃油使用量を削減する。 

❸船底清掃

・ 新地地区漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着

物による燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

４年目（令和６年度） 所得向上率（基準年比）９．８％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上

・ 新地地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、

漁獲量を基準年+3.75％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 新地地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市

況情報の聞き取りを行い、漁業者へ周知することで、需

要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業

において得られた県産水産物への評価を損なわずに段

階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。

○入会設定に向けた宮城県漁業者との協議

・ 試験的な入会設定及び入会海域での漁業を開始する。 

○鮮度保持機器導入等による高品質化

・ 新地地区漁業者は、Ｒ5 年度福島県産水産物競争力強

化支援事業（ブランド強化機器等整備支援事業）等によ

り導入した酸素発生装置及び新地魚市場の冷海水設備

を活用し、高級魚種を活魚として水揚げすることで、単

価の向上を図る取組を継続する。

○水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ

か） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である新地地

区の漁協は、荷さばき施設、製氷施設等について適切な

維持管理を行い、当該施設を活用した漁業収入向上の

ための取組が円滑に実施できるようにする。 

● 新地地区漁業者は、荷さばき施設、製氷施設等を活
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用して漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊省エネ機器等導入

・ 新地地区漁業者は、エンジン等の整備や省エネ機器

の導入などにより、燃油使用量の低減を図る。 

➋減速航行

・ 新地地区漁業者は、必要以上の航行速度を出さない

よう努め、燃油使用量を削減する。 

❸船底清掃

・ 新地地区漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着

物による燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

５年目（令和７年度） 所得向上率（基準年比）１３．０％ 

漁業収入向上の 

ための取組 

①漁獲量拡大による収入向上

・ 新地地区漁業者は、本格操業再開へ向けた取組の中、

漁獲量を基準年+5.0％へ増加させ、収入向上を図る。 

・ 新地地区漁協職員は、消費地市場及び仲買業者から市

況情報の聞き取りを行い、漁業者へ周知することで、需

要に見合った水揚げ及び流通の促進を図り、試験操業

において得られた県産水産物への評価を損なわずに段

階的な操業拡大が実施できるよう取り計らう。

○入会設定に向けた宮城県漁業者との協議

・ 入会海域をふくめた海域での漁業を継続する。

○鮮度保持機器導入等による高品質化

・ 新地地区漁業者は、Ｒ5 年度福島県産水産物競争力強

化支援事業（ブランド強化機器等整備支援事業）等によ

り導入した酸素発生装置及び新地魚市場の冷海水設

備を活用し、高級魚種を活魚として水揚げすること

で、単価の向上を図る取組を継続する。

○水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施設ほ
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か） 

・ 当該施設の所有者である町及び管理者である新地地

区の漁協は、荷さばき施設、製氷施設等について適切な

維持管理を行い、当該施設を活用した漁業収入向上の

ための取組が円滑に実施できるようにする。 

● 新地地区漁業者は、荷さばき施設、製氷施設等を活

用して漁獲量の増加による収入向上の取組を続ける。 

漁業コスト削減の 

ための取組 

➊省エネ機器等導入

・ 新地地区漁業者は、エンジン等の整備や省エネ機器

の導入などにより、燃油使用量の低減を図る。 

➋減速航行

・ 新地地区漁業者は、必要以上の航行速度を出さない

よう努め、燃油使用量を削減する。 

❸船底清掃

・ 新地地区漁業者は、船底清掃を行うことで船底付着

物による燃費低下を防ぎ、燃油使用量を削減する。 

活用する支援措 

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

福島県産水産物競争力強化支援事業 

省エネ機器等導入推進事業 

漁船省エネ対策支援事業 

（４）関係機関との連携

行政（福島県）、水産関係団体（福島県漁業協同組合連合会など）、水産加工業

者、観光業者及びその団体と連携し、プラン実現を推進する。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上

10％以上 

基準年 令和２年度：  漁業所得  千円 

目標年 令和７年度：  漁業所得  千円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性
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５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

浜の活力再生・成長

促進交付金 

③水産業共同利用施設の適切な維持管理（荷さばき施

設ほか） 

・ 荷さばき施設、製氷施設等について適切な維持管

理を行い、漁業収入向上のための取組が円滑に実施
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できるようにする。 

福島県産水産物競争

力強化支援事業 

②鮮度保持機器導入等による高品質化

・鮮度保持機器（酸素濃縮装置）を導入。

・単価の向上を図る。

省エネ機器等導入推

進事業 

➊省エネ機器等の導入による燃油費削減

・コスト削減のための取組

省エネ対策支援事業 ❸船底清掃

・漁船船底等の付着物等を除去して摩擦抵抗を軽減し、

燃油費を削減 
・コスト削減のための取組

※関連事業には、活用を予定している国（水産庁以外を含む）、地方公共団体等

の補助金・基金等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約

するものではない。

※具体的な事業名が記載できない場合は、「事業名」は「未定」とし、「事業内容

及び浜の活力再生プランとの関係性」のみ記載する。




